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１．はじめに

　日本にとって政府開発援助を通じ開発途上国の安定

と発展に貢献することは，その国益に深く結び付いて

いる．すなわち相互依存関係が深まる中で国際貿易の

恩恵を享受し，資源・エネルギー，食料などを海外に

大きく依存する日本にとって，国力にふさわしい責任

を果たし国際社会の信頼を得ることは大変重要である．

２００３年８月に策定された政府開発援助大綱では，「貧

困削減」「持続的成長」「地球規模の問題への取組」「平

和の構築」を重点課題とし，我が国の経験と知見を活

用することを基本方針の一つとし戦略的に実施すると

している１）．そして技術・知見を活用するために，国

内の NGO・大学などとの連携の強化を図るとしている．

国際協力懇談会報告２００６では，基礎教育分野の協力

に対し理数科教育，教育行財政，学校改善・校内研修

などを日本の比較優位を有する分野としている．

　JICAは１９９４年にフィリピンにおける理数科教育に

関わる技術協力プロジェクトを開始し，２００６年度まで

に２７カ国を対象とした３３の事業を行っている．２００５

年度の段階で基礎教育の技術協力プロジェクト３３件

のうちおよそ３分の２（２２件）を占めている．この要

因として日本の理数科教育はTIMSSや PISAなどの国

際的な学力調査で常に上位グループを占め，急速な工

業化の発展の中で大きな役割を占めていたと途上国に

考えられていること，また多くの国で実施したことで

得意分野とみなされるようになったということが指摘

されている２）．また澤村３）の指摘する通り理数科教育

の内容は相手国の政治的・文化的な文脈の中でとらえ

る必要があるが，それでも他の分野に比較すれば普遍

性の要素が高いといえ，JICA が積極的に推進してきた

ことは理解できる２）．

　この理数科教育の技術協力プロジェクトに対し，国

立大学特に教員養成系大学・学部はその専門性を生か

してかかわってきた．関与した教員は開始時点で決し

て国際教育協力の専門的な経験を保持していたわけで

はなく，主として理科あるいは算数数学教育の専門性

を基盤として国際教育協力を行ってきた．

　教員養成大学・学部にとって理数科教育の国際教育

協力に関与する意義はどのようなものであろうか．活

動を行う途上国は，日本とは異なる文化を有し，環境

も大きく異なっている．理数科のカリキュラム自体は

先進的なものであることが多いが，先進国から輸入さ

れた内容であることもよくあり，現地の実態を反映し

ていないこともしばしば見られる．初・中等教育の急

速な拡大に伴う高い生徒・教員比率，教科書や教材の

不足，教員の資格，現地の大学教員や学校教員のもつ

教育経験が旧来のカリキュラムによっていることも大

きく影響し，政策レベルのカリキュラムと，実際の学

校現場で実践されるカリキュラムとの間には大きな
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ギャップがある．理数科協力の対象者は，確立された

知識をもつ成人であり，日本における学部教育〜大学

院教育の対象者とは相違していることが多い．

　このような環境のもと理数科の国際教育協力に参加

することにより，教員そして大学は変わったのだろう

か．下條は研究活動の活性化と社会性の向上，教育学

部の機能向上・国際化，国際教育協力を通じた点検・

評価という視点を挙げている４）．大学教員にとってそ

の専門性を生かして理数科の国際教育協力に従事する

ことは，その知を活用した社会貢献となる．また開発

途上国における活動を行うことで大学教員のコミュニ

ケーション能力は進化し，日本の経験の見直し・相対

化や途上国の現実に対応することを通じてより実践的

な内容が加味され，特に教科教育の分野の教育が向上

するであろう．また新たな研究フィールドを得ること

で理数科カリキュラム，教材開発，教員養成，現職教

員研修などに関する研究が活性化されることが期待さ

れる．大学にとっても外部の機関と連携し国際教育協

力を進めることで組織的に進化するはずである．

　本研究では，理数科技術プロジェクト２）に参加した

大学のうち，国立教員養成系大学・学部を選び，教育

研究などに関する影響を調査した．

２．調査対象・方法

　調査対象は北海道教育大学，群馬大学教育学部，東

京学芸大学，信州大学，愛知教育大学，京都教育大学，奈

良教育大学，鳴門教育大学，福岡大学，宮崎大学教育

学部である．教育研究へのインパクトに関しては，各

国立大学法人の中期目標・中期計画（２００４〜２００９年

度）とその達成度報告書によった．研究成果に関しては，

大学が国際協力を行った国名をキーワードとして NII

論文情報ナビゲーター（http://ci.nii.ac.jp/）を用いて検

索を行った．科学研究費補助金の獲得に関しては，大

学が国際協力を行った国名をキーワードとして科学研

究費補助金データベース（http://kaken.nii.ac.jp/）を用

いて検索を行った．

３．技術協力プロジェクトへの参加

⑴　北海道教育大学

　エジプトにおける理数科技術協力プロジェクト「小

学校理数科授業改善」（１９９７年１２月〜２０００年１１月），

「小学校理数科教育改善」（２００３年４月〜２００６年３

月）に主として参加し，またスリランカにおける技術

協力プロジェクト「学校運営改善」（２００５年１０月〜

２００８年１２月）に理科教育の教員２名を専門家として

派遣している５）（表１）．「小学校理数科授業改善」に対し

ては理科教育の長期専門家２名，短期専門家５名，数

学教育の長期専門家１名短期専門家２名，教育学の短

期専門家３名を派遣している６）．「小学校理数科教育改

善」に対しては理科教育の短期専門家１５名算数教育の

短期専門家６名を派遣している５）．

⑵　群馬大学教育学部

　インドネシアにおける理数科技術協力プロジェクト

「初中等理数科教育拡充計画」（１９９８年１０月〜２００５

年９月）に対し，数学教育の短期専門家４名を派遣し

ている６）．また「前期中等理数科教員研修強化」には

数学教育の短期専門家１名を派遣している７）（表１）．

⑶　東京学芸大学

　インドネシアにおける理数科技術協力プロジェクト

「初中等理数科教育拡充計画」（１９９８年１０月〜２００５

年９月）に対し，コーディネーションの役割を果たし，

理科教育の短期専門家を３名（生物教育１名，化学教

育２名），情報教育の短期専門家を１名派遣している６）．

またモンゴルにおける理数科技術協力プロジェクト

「モンゴルにおける子どもの発達を支援する指導法改

善」（２００６年４月〜２００９年７月）に対し，理科２名，

算数・数学１名，IT 教育１名，総合学習１名の短期専

門家派遣を行っている８）（表１）．

⑷　信州大学教育学部

　ガーナにおける理数科技術協力プロジェクト「小中

学校理数科教育改善計画」（２０００年３月〜２００５年８

月）に短期専門家を１名派遣している６）．鳴門教育大

学が民間企業と共同で受託したアフガニスタンにおけ

る理数科技術協力プロジェクト「教師教育強化」（２００５

年６月〜２００７年７月）に短期専門家を１名派遣して

いる（表１）．

⑸　愛知教育大学

　カンボジアにおける理数科技術協力プロジェクト

「理数科教育改善」（２０００年８月〜２００５年３月）お

よび民間企業と共同で受託した「高校理数科教科書策

定支援」（２００５年１１月〜２００８年１１月）に参加．「理

数科教育改善」には，数学の短期専門家３名，物理の

短期専門家１名，生物の短期専門家１名，化学の短期

専門家１名を派遣している６）．「高校理数科教科書策定

支援」に対して理科（物理・化学・生物）１名，化学

１名，数学１名の専門家を派遣している９）（表１）．

⑹　京都教育大学

　フィリピンにおける理数科技術協力プロジェクト

「初中等理数科教育向上開発パッケージ協力」（１９９４

年６月〜２００１年３月）に参加し，理科教育の短期専

門家を１名派遣している６）（表１）．

⑺　奈良教育大学

　カンボジアにおける理数科技術協力プロジェクト

「理数科教育改善」（２０００年８月〜２００５年３月）お
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よび「高校理数科教科書策定支援」（２００５年１１月〜

２００８年１１月）に参加．「理数科教育改善」には，生

物の短期専門家１名を派遣している６）．愛知教育大学

が民間企業と共同で受託した「高校理数科教科書策定

支援」に対して生物１名の専門家を派遣している９）（表１）．

⑻　鳴門教育大学

　南アフリカ共和国における理数科技術協力プロジェ

クト「ムプマランガ州中等理数科教員再訓練計画」

（１９９９年１１月〜２００６年３月），ラオスにおける理数

科技術協力プロジェクト「理数科教員養成」（２００４年

６月〜２００８年６月），民間企業と共同で受託したアフ

ガニスタンにおける理数科技術協力プロジェクト「教

師教育強化」（２００５年６月〜２００７年７月）に対し専

門家を派遣している．

　「ムプマランガ州中等理数科教員再訓練計画」に対し

て評価担当の３名，数学教育担当の６名，理科教育担当

の６名，「理数科教員養成」に対して理科３名，数学１

名の専門家，「教師教育強化」に対して評価１名，理科

２名，数学１名の専門家をそれぞれ派遣している（表１）．

⑼　福岡教育大学

　ガーナにおける理数科技術協力プロジェクト「小中

学校理数科教育改善計画」（２０００年３月〜２００５年８

月）に参加し，短期専門家として１名派遣している６）（表１）．

⑽　宮崎大学教育学部

　ガーナにおける理数科技術協力プロジェクト「小中

学校理数科教育改善計画」（２０００年３月〜２００５年８

月）に参加し，短期専門家として１名派遣している６）（表１）．

４．各大学の社会との連携，国際交流等に関する目標

とその達成度

⑴　北海道教育大学

　中期目標の中に「学校教育に関する国際協力におい

て拠点大学としての役割を果たす」ことを掲げている．

これをふまえ，教育・研究に係る国際貢献活動を推進

するため，国際協力部門を備えた「国際交流・協力セ

ンター」を２００５年度に設置し，「北海道教育大学　国

際協力に関する指針」を制定し，国際協力業務に全学

的体制で取り組むことを明確にしている．日本国際協

力センターとの交流協定を締結し，国際交流コーディ

ネーターの受け入れ，講座の開設による学生の国際意

識の涵養を図っている．JICA のコンサルタント登録を

行い，プロジェクト受注体制を整備し，「エジプト国小

学校理数科教育改善プロジェクト」の受注，「スリラン

カ国学校運営改善プロジェクト」への専門家派遣，集

団研修「初等理数科教授法」の企画提案・受注などを

行っている．またNGOや他大学などと連携し国際協力

を推進する様々な事業に取り組んでいる．さらに人間

地域科学課程に国際文化・協力専攻を置き，国際交流・

協力の教育体制を整備している１０）．

表１　教員養成系大学・学部と JICA 理数科プロジェクト

派遣専門家数期　　　間プロジェクト名対　象　国大　学　名

長期３短期�����������������小学校理数科授業改善
エジプト北海道教育大学

短期�������４������３小学校理数科教育改善

短期４�������������９初中等理数科教育拡充計画
インドネシア群馬大学教育学部

短期１�����５��������前期中等理数科教員研修強化

短期４�������������９初中等理数科教育拡充計画インドネシア
東京学芸大学

短期５�����４������７子どもの発達を支援する指導法改善モンゴル

短期１�����３������８小中学校理数科教育改善計画ガーナ
信州大学教育学部

短期１�����６������７教師教育強化アフガニスタン

短期６�����８������３理数科教育改善
カンボジア愛知教育大学

短期３���������������高校理数科教科書策定支援

短期１�����６������３初中等理数科教育向上開発パッケージ協力フィリピン京都教育大学

短期１�����８������３理数科教育改善
カンボジア奈良教育大学

短期１���������������高校理数科教科書策定支援

短期���������������３ムプマランガ州中等理数科教員再訓練計画南アフリカ

鳴門教育大学 短期４�����６������６理数科教員養成ラオス

短期４�����６������７教師教育強化アフガニスタン

短期１�����３������８小中学校理数科教育改善計画ガーナ福岡教育大学

短期１�����３������８小中学校理数科教育改善計画ガーナ宮崎大学教育学部
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⑵　群馬大学教育学部

　全学の中期目標の中に「国際交流に関しては，外国

諸機関との交換留学制度や共同研究を活発化させる．

また，多くの国からの留学生を受け入れるとともに，

海外から優れた研究者を客員教授として受け入れ，教

育・研究の活性化を図る．さらに，国際協力事業に積

極的に参加し，開発途上国への知的支援，技術患者在

宅医療支援のネットワークを構築する」ことを掲げて

いる．これをふまえ，国際交流企画室国際協力事業専

門部会を通じ，開発途上国の大学，研究機関等の研究

者との共同研究やワークショップの開催及び国際機関

への協力を積極的に推進した．教育関係の協力分野は，

教員養成，理数科教育分野等である．JICA のプロジェ

クト「現職教員研修政策実施支援計画（ガーナ）」，「前

期中等理数科教員研修強化プロジェクト（インドネシ

ア）」に参加している１１）．

⑶　東京学芸大学

　中期目標の中に「国際協力機関，非政府組織（NGO），

非営利組織（NPO）等との連携を推進する」ことを掲

げている．これをふまえ JICA と研修員の受入れ，専

門家の派遣に関する契約を締結し，事業協力を行った．

また，国際協力銀行（JBIC）の中国内陸部人材育成事

業による研修員受入を行った．「モンゴル国子どもの発

達を支援する指導法改善プロジェクト」に民間企業と

ともに参加している１２）．

⑷　信州大学教育学部

　全学の中期目標の中に「公的機関や地域団体との連

携を図りつつ，本学を地域の国際交流の拠点とする」

ことを掲げている．これをふまえ，「JICA 等の協力に

より，国際協力に対するシンポジウム及び講演会の開

催，長野県 JICA派遣専門家連絡会に参加する等公的機

関や地域団体と連携・協力して，開発途上国等に対す

る技術協力や教育面での協力に向けた活動を行った」

としている１３）．

⑸　愛知教育大学

　中期目標の中に「教職員・学生それぞれに最適な国

際交流の在り方を構築し，留学生の受入と派遣及び教

職員の国際交流を進めながら，国際的な視野をもった

教育関係者の育成に努める．」ことを掲げている．これ

をふまえ，JICA 集団研修等を毎年に受入れるとともに，

JICA 技術協力プロジェクト「カンボジア国高校理数科

教科書策定支援プロジェクト」を国際コンサルタント

会社との共同企業体で受託している１４）．

⑹　京都教育大学

　中期目標の中に「大学の研究成果や人材を，地域や

国際協力に活用するための取組みを充実する」ことを

掲げている．これをふまえ，「教員研修留学生の受け入

れや現職教員の研究留学生受け入れ，中国政府派遣外

国人研究員受入れにより教育および教員養成に関する

共同研究と研究指導を行った．国際共同研究・国際協

力の充実を図るため，附属学校も含めた全学的な国際

教育協力，国際共同研究に関する調査を行った」とし

ている１５）．

⑺　奈良教育大学

　中期目標の中に「留学生の交流，その他諸外国等と

の教育研究上の交流を促進する」と，国際教育協力関

係の活動は目標に入っておらず，達成度の記載の中に

も見当たらない１６）．

⑻　鳴門教育大学

　中期目標の中に「国際的な学術交流及び学生交流を

推進する」を掲げている．これをふまえ，２００５年度

に教員教育国際協力センターを設置し，外国人客員研

究員の受入により共同研究を行ったほか，同センター

事業として，国際教育協力専門家会議，国際教育協力

フォーラム等を実施している．また２００５〜２００７年

度には JICA の研修を１２件受託し，開発途上国の教育

支援を行っている．JICA 留学生を中心とした理数科専

攻の学生に対して，英語による授業を実施している．

また，２００８年度から修士課程に短期修了が可能となる

コース（国際教育協力コース）を設置している１７）．

⑼　福岡教育大学

　中期目標の中に「国際交流を活発に行うための諸施

策を整備・推進することにより，本学の教育研究の国

際化を図る」を掲げている．これをふまえ，国際交流・

国際貢献活動に関する基本方針を策定し，大学として

国際交流・国際貢献活動に広汎に取り組む体制を整え

るとともに，２００７年度にはNGOとの連携に着手し，カ

ンボジアの理数科教員研修事業や英語アフリカ圏中等

理数科教育研修生の受入を行っている．なおこの研修

受入はそれぞれ１日ずつである１８）．

⑽　宮崎大学教育学部

　中期目標の中に「開発途上国等への支援を推進する」

を掲げている．これをふまえ，２００５年度にコンサル

タント登録により JICA 事業に直接参加する資格を得，

２００６年度には国際連携センターに国際協力部門を設

置して途上国支援事業を実施している１９）が教育関係の

取り組みはまだ行われていない．

５．研究に関する実績

⑴　北海道教育大学

　エジプトのプロジェクトが開始された１９９７年以降，

エジプトの理数科教育に関する研究を行い，その成果

を２０００年以降８編発表している．内訳は，理科教育

に関するもの６編，数学教育に関するもの２編である．

科学研究費補助金については２００２〜２００４年度に環
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境教育に関する基盤研究�，２００８年度に小学校理科教

育に関する特別研究員奨励費を獲得している．また

２００５年度に筑波大学の研究者が行った算数教育に関

する基盤研究�に分担者として参加している（表２）．

⑵　群馬大学

　インドネシアの教員養成，数学教育，理数科プロジェ

クト等に関する研究を行い，その成果を１９９９年以降

１８編報告している．内訳は，教員養成に関するもの

７編，インドネシアの教育に関するもの５編，数学教

育に関するもの３編，理数科プロジェクトに関連した

もの３編である．科学研究費補助金については関連す

る研究では採択されていない．

⑶　東京学芸大学

　インドネシアのプロジェクトが開始された１９９８年

以降，理科教育，科学教育，国際協力に関する研究８

編が発表されている．内訳は理科教育に関するもの４

編，科学教育に関するもの３編，国際協力に関するも

の１編である．またモンゴルのプロジェクトが開始さ

れた２００６年以降，総合学習に関する研究２編が発表

されている．科学研究費補助金については，広島大学

の研究者が行った理数科教育の援助に関する基盤研究

（A）に分担者として参加している（表２）．

⑷　信州大学教育学部

　ガーナのプロジェクトが開始された２０００年以降，

ガーナの理数科教育に関する研究３編が発表されてい

る．科学研究費補助金については，関連する研究では

採択されていない．

⑸　愛知教育大学

　カンボジアのプロジェクトが開始された２０００年以

降，カンボジアの理科教育，数学教育などに関する１２

編の研究が発表されている．理科教育に関するもの７

編，数学教育に関するもの４編，理数科教育に関する

もの１編である．科学研究費補助金については，関連

する研究では採択されていない．

⑹　京都教育大学

　フィリピンのプロジェクトが開始された１９９４年以

降，フィリピンの理数科教育などに関する１２編の研究

が発表されている．理数科教育に関するもの８編，そ

の他１編である．科学研究費補助金については，１９９８

年度〜２０００年度および２００１年度にいずれも教師教

育に関する基盤研究�が採択されている（表２）．

⑺　奈良教育大学

　カンボジアのプロジェクトが開始された２０００年以

降，カンボジアの理科教育に関する３編の研究が発表

されている．科学研究費補助金については，関連する

研究では採択されていない．

⑻　鳴門教育大学

　南アフリカのプロジェクトが開始された１９９９年以

降，南アフリカの理数科教育に関連する研究を２１編発

表している．理科教育に関するものが１０編，数学教

育に関するものが５編，現職教育に関するものが３編，

学校教育に関するものが３編である．ラオスの理数科

教育に関連した支援はプロジェクト開始以前も行われ

ていたため，２００１年以降１３編の研究が発表されてい

表２　科学研究費補助金獲得状況

研究機関研究種目期　　　間課　　　題　　　名大　学　名

北海道教育大学
特別研究員
奨　励　費

����年度〜����年度
エジプトの小学校理科教育に対する仮説実験授
業戦略の効果

北海道教育大学 北海道教育大学基盤研究�����年度〜����年度
大学教育のためのプロジェクト型環境教育プロ
グラムの開発

筑波大学基盤研究�����年度〜����年度
「万人のための教育」で課せられたニュメラシー
育成方略に関わる国際共同研究の企画

広島大学基盤研究�����年度〜����年度
日本の発展途上国に対する理数科教育援助 :教室
レベル・インパクトの評価

東京学芸大学

京都教育大学基盤研究�����年度〜����年度
アジア諸大学との教師教育カリキュラム共同開
発に用いる遠隔授業システム設置の調査

京都教育大学

京都教育大学基盤研究�����年度〜����年度
時代変化に対応する教師教育と現職教育のモデ
ル・カリキュラムの開発と試行

鳴門教育大学基盤研究�����年度〜����年度
教員養成大学大学院の開発途上国進出に向けて
の学術調査研究

鳴門教育大学

筑波大学基盤研究�����年度〜����年度
「万人のための教育」で課せられたニュメラシー
育成方略に関わる国際共同研究の企画

鳴門教育大学基盤研究�����年度〜����年度
教員養成系学部学生の教科カリキュラム編成能
力開発に関する研究

鳴門教育大学基盤研究�����年度〜����年度
日本・アジア・アフリカの学校の連携による自然
環境教育に関する研究
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小　澤　大　成

る．内訳は数学教育に関するものが７編，理科教育に

関するものが６編である．アフガニスタンのプロジェ

クトが開始された２００５年以降，理科教育に関する研

究が１編公表されている．科学研究費補助金について

は，２００４年度〜２００５年度に環境教育に関する基盤研

究�，２００４年度〜２００６年度および２００６年度〜２００７

年度に教員養成に関するそれぞれ基盤研究�と基盤研

究�が採択されている．また２００５年度に筑波大学の

研究者が行った算数教育に関する基盤研究�に分担者

として参加している（表２）．

⑼　福岡教育大学

　ガーナのプロジェクトが開始された２０００年以降，

ガーナの理科教育に関する研究２編が発表されている．

科学研究費補助金については，関連する研究では採択

されていない．

⑽　宮崎大学教育学部

　ガーナのプロジェクトが開始された２０００年以降，

ガーナの理科教育に関する研究１編，研修に関する研

究１編が発表されている．科学研究費補助金について

は，関連する研究では採択されていない．

６．おわりに

　教員養成系大学・学部が取り組んだ理数科の国際協

力は，大学の運営，教育および研究に相応の影響を与

えていて，その影響は特に派遣専門家の数やプロジェ

クトに対する取り組み方と関連していることが判明し

た．エジプトにおける２つの技術協力プロジェクトに

長期専門家３名，短期専門家を合計で３１名派遣した北

海道教育大学，そして南アフリカ，ラオス，アフガニ

スタンにおける３つの技術協力プロジェクトに合計

２３名の短期専門家を派遣した鳴門教育大学が専門家

派遣数では，群を抜いており，これらの教員養成系大

学が国際協力に力を入れていることがわかる．そのこ

とは北海道教育大学が国際協力部門を備えた国際交

流・協力センターを２００５年度開設し，「北海道教育大

学　国際協力に関する指針」を制定するなど国際協力

業務に全学的体制で取り組むことを明確にしているこ

と，また鳴門教育大学が２００５年度に教員教育国際協

力センターを設置していることなど組織的な体制が整

備されていることからも明らかである．この両大学で

は，北海道教育大学が人間地域科学課程に国際文化・

協力専攻を置き，また鳴門教育大学も２００８年度より

大学院修士課程に国際協力教育コースを開設するなど

教育面にも影響が及んでおり，国際協力懇談会報告

２００６にある国際開発協力を通じた大学改革２０）が進行

しつつある．宮崎大学も２００６年度には国際連携セン

ターに国際協力部門を設置して途上国支援事業を実施

しているが，総合大学ということもあり教育分野の協

力はまだ行われていない．

　インドネシアの技術協力プロジェクトでコーディ

ネーションの役割を果たした東京学芸大学，カンボジ

アのプロジェクトに９名の短期専門家を派遣した愛知

教育大学も民間企業と共同で国際協力事業を行ってい

る．

　研究に関しては技術協力プロジェクトに参加した大

学は前述したように多くの研究成果を発表しており，

国際協力に参加することで今までにない研究分野を得

て多様な研究が実施されていることがわかる．科学研

究費補助金に関しては，理数科教育の国際協力に関連

する研究として北海道教育大学，京都教育大学および

鳴門教育大学が補助金を獲得している．また北海道教

育大学，東京学芸大学，鳴門教育大学の研究者は他大

学の研究者の分担者として研究に参加している．

　このように教員養成系大学・学部にとって国際教育

協力は社会貢献の一つであり，大学によってはその特

色の一つとなっている．今後は，多くの大学で行われ

ている学生の国際意識の涵養だけでなく，日本の理数

科を中心とする教員養成にどのように生かしていくか

が課題であろう．
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